
 

 

都市地域の社会基盤・施設の防災性能評価・災害軽減技術の開発 

１．プロジェクト研究の概要 

プロジェクトリーダー名：危機管理技術研究センター 建築災害対策研究官 上之薗隆志 
技 術 政 策 課 題：⑤災害に対して安全な国土 
サ ブ テ ー マ：(９)都市地域の総合的な災害安全性の向上 
関 係 研 究 部：危機管理技術研究センター、河川研究部、都市研究部、 

空港研究部、沿岸海洋研究部 
研 究 期 間：平成１３年度 ～ 平成１７年度 
総研究費（予定）：８６０百万円（うち２８０百万円追加） 

 
１）プロジェクトの背景 

 世界的にも有数の厳しい自然・気象条件を抱える我が国では、毎年のように多発する災

害に対する安全性の確保が喫緊の課題となっており、特に人口の密集している都市の安全

性の確保が重要である。しかしながら、限られた財源の中で、異常な自然災害に対して適

切な対策を講じていくためには、被災リスクを踏まえた防災性能評価手法及びハード・ソ

フトの効果的な災害軽減技術の開発等が不可欠である。 

２）プロジェクトの概要 

 都市地域における総合的な防災対策を計画・支援・実現するために、公共施設、道路、

河川、海岸、空港、ライフライン等の主要社会基盤・施設の防災性能及び災害時の機能損

傷が都市･地区の防災に与える影響をリスク管理の観点（性能・被災リスク･影響評価、対

策と効果）から適切に評価する手法、及び効果的な（費用対効果の優れた、即時対応性の

高い）災害軽減技術（ハード･ソフト対策）の開発を行う。 

３）成果の目標（アウトプット） 

 都市地域の社会基盤・施設（公共建物、道路、治水施設、空港、ライフライン等）の防

災性能評価手法および災害軽減技術の提案を行う。 

①都市･地区の社会基盤・施設の防災機能評価 

②社会基盤・施設の被災リスクと防災性能への影響評価 

③社会基盤・施設の防災性能確保及び効果的都市防災計画 

④災害軽減への効果的な（ハード･ソフト）対策技術 

４）成果の活用方針（アウトカム） 

 都市地域の社会基盤・施設の効果的防災性向上を図る。 

①最適投資・リスクミニマムの視点に立った合理的・計画的な社会基盤・施設の整備、

防災対策の実現 

②効果的防災対策の推進のためのアカウンタビリティ向上 

５）新規課題の位置づけ 

①津波に対する被害想定と総合的対策に関する研究（H16-18） 

  災害の重要な範囲（津波災害）をカバーする。 

②防災上の配慮を要する者の行動・認識特性に関する研究（H16-18） 

  研究の対象を、防災上配慮を要する者への支援に重点を置いて行う。 

③街区レベルにおける防災性能簡易評価手法の開発（H16-18） 

街区の火災に対する防災性能を廉価かつ簡便に評価する点に重点を置いて行う。 



 

 

都市基盤・施設の防災性能評価・災害軽減技術の開発（年次計画） 
対象とす
る災害 

対象とする社会
基盤・施設 

担当研究部 平成１３年 平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 

水 害 ・ 氾
濫・高潮 

河川堤防、 
海岸堤防 
・破堤・越水 
・難破堤堤防 
・センサー監視 

河川研究部      

水 害 ・ 氾
濫・高潮 

流域、都市氾濫
原 
・中小河川、下
水道、地下空間 
・避難場所経路 

水害研究室      

地震災害 幹線道路、橋梁 
・交通網の確保 
・対策の優先度 

地震防災研
究室 

     

水害 
地震災害 
火災 
土砂災害 

都市構造 
都市施設 
防災施設 
交通網・公園等 
丘陵都市 

都市研究部 
（全研究部も
参加） 

     

災害一般 空港施設 
 

空港研究部 
 

     

災害一般 防災性能目標 
安全度バランス 

全研究部      

津波災害 被害想定 
総合的対策 

地震防災、
水害、河川、
沿岸海洋 

     

災害一般 防災上配慮を
要する者 
災害情報提供 

水害      

火災 街区 
簡易評価 

      

研究成果       主な研究成果       最終目標の研究成果              新規課題

難破堤堤防に関する
設計基準 

自然・社会的変動によ
る水害リスク評価モ
デル 

最適なセンシング技
術の確立 

水害ポテンシャルの軽
減技術の提案 

ハード・ソフト災害対
策を統合した氾濫被
害軽減技術 

氾濫流制御及び危機管
理による氾濫被害軽減
技術の提案 

地震防災対策の優先
度評価手法 

防災機能確保に関する
投資効果の評価手法 

越水実験による堤防
被災要因の解明 

破堤・越水による水害
ポテンシャルの軽減技
術 

防災に対する都市施
設・都市構造計画技術
（全研究部が協力） 

水災シナリオ別浸水リ
スク評価・表示技術 

地震防災投資効果の評
価手法 

災害による人的被害と
都市構造の関連性の評
価 

空港の防災機能の評価
手法 

破堤・越水の水害ポテ
ンシャルの評価基準 

各災害での安全度の
バランス 

丘陵地に発達した市街
地の防災計画策定手法

人的・社会経済的被害
の想定手法 

配慮を要する者へ
の災害情報提供技術 

街区レベルの防災
性簡易評価手法 



 

 

都市地域の社会基盤・施設の防災性能評価・災害軽減技術の開発（研究課題の範囲）                 

 

    ハザード評価 脆弱性評価 脆弱性改善 リスク評価 リスクバランス 政策化  

想定被害 
外力の発生 

特性評価 

被害の定量化 

明示化 
対策 

対策の効果の定

量的評価 

リスクミニマムに

よる対策計画 

災害全体のバラ

ンス評価 

基準･制度 

マニュアル 

災

害

の

種

類 

災

害

の

外

力 

社会基盤 

施設 

被害対象 

(研究対象） 
想定される

被害の種類 

発生規模と 

発生確率 

被害推定、シミュ

レーション、被害確

率 

ハード対策

ソフト対策

被害の軽減推定、

シミュレーション

外力と被害 

費用対効果 

事業優先度 

外力と被害の総

合化 

総合的優先度

基準･制度確立

マニュアル普及

担当研究部 

センター 

研究室 

堤防 破堤 破堤、浸入量 
   

  

難破堤 

堤防 
越水 破堤時間、越水量

  
   

河道 氾濫 水位  
  

  

河川研究室 

市街地 浸水 
浸水水位、範囲、時

間 

    
 

中小河川 氾濫 氾濫量、排水量      

下水道 氾濫 氾濫量、排水量      

外

水 

氾

濫 

 

 

 

内

水 

氾

濫 

地下空間 浸水 

 

 

 

浸入量 

 

 

 

 

 

 

雨量 

 

浸水水位、範囲、速

度 
  

 
  

水害研究室 

海岸堤防 越水 越水量      

高潮水門 浸入 浸入量      

水

害 

高

潮 

氾濫 浸水 

 

 

高潮 

浸水水位、範囲、時

間 
 

 
   

海岸研究室 

海岸堤防 破壊･越水 損傷、越水量      

高潮水門 浸入 浸入量      

氾濫 浸水 
浸水水位、範囲、速

度 
  

 
  

津

波 

施設 破壊 

 

 

津波 

損傷      

海岸研究室 

水害研究室 

地震防災研究室

沿岸防災研究室

破壊 損傷      
道路橋梁 

機能喪失 ネットワーク      

建築物 倒壊 損傷      

地

震

災

害 

震

動 

人 人的被害 

 

 

地震動 

死亡、負傷      

地震防災研究室

建築物 焼失 焼失、延焼      

市街地 焼失 焼失範囲      
火

災 

火

災 

人 人的被害 

 

 

火災 

死亡、負傷      

都市研究部 

崖･斜面 崩壊 崩壊規模      

擁壁 倒壊 倒壊規模      

砂防研究室 土

砂

災

害 

雨

水

震

動 丘陵都市 
崩壊倒壊 

変状 

雨量 

地震動 

変状      
 

全

般 
 空港 機能喪失 

 
機能喪失程度 

 
    空港研究室 

1)-1 安全面における現河道の実力把握手法の開発と河道マネージ
メントへの応用        （H11-15） 

 
1)-2 地球温暖化に対応した災害リスク評価及び軽減対策に関する

研究         （H14-15） 
 
1)-3 治水安全度バランスに関する調査    

         （H15-18） 
1)-4 都市複合空間水害の総合減災システムに関する研究（高潮氾濫

災害の危険度の評価）       （H13-15) 
 
2)-1 都市複合空間水害の総合減災システムの開発       

          （H13-15) 
2)-2 住民にわかりやすいハザードマップ作成手法に関する研究

         （H13-15) 
2)-3 危機回避のための氾濫原管理技術の調査        

            （H11-14) 
2)-4 都市域における流出氾濫モデルの開発に関する調査     

               （H14-17) 
2)-5 水災シナリオ別氾濫解析モデル比較検討調査  
       （H13-15) 
2)-6 公共土木施設の地震防災投資効果に関する研究       

              （H13-15) 
2)-7 道路施設の防災対策の優先度評価手法に関する研究 

           （H14-17) 
2)-8 丘陵地に発達した市街地の防災計画策定手法に関する研究

        （H14-15) 
2)-9 自然災害に対する安全性確保水準の設定法に関する研究 

         （H14-16） 
2)-10 各種災害に対する危機管理体制と手順の体系化       

            （H14-16） 
2)-11 道路に係る地震被害想定手法に関する研究       

           （H15-18) 
3)-1 空港の防災基地機能評価に関する研究   

          （H14-16) 
4)-1 地震時における人的被害と都市構造の関連分析による都市防

災向上技術の開発         （H13-15) 
 
行新 1) 津波に対する被害想定と総合的対策に関する研究 

       （H16-18） 
行新 2) 防災上の配慮を要する者の行動・認識特性に関する研究 

    （H16-18） 
 
行新 3) 街区レベルにおける防災性能簡易評価手法の開発 

 （H16-18） 
他新 1) 減災のためのマネージメント技術に関する調査 
             （H16-20) 

かなり研究が進んでいる。 

いくらか研究が進んでいる。 

ほとんど研究が進んでいない。 
3)-1 

2)-9 1)-1 

1)-2 

1)-3 

1)-4 

2)-1 

2)-2 2)-3 2)-4 

2)-5 

2)-10 

4)-1 

2)-6 2)-11 

2)-7 

2)-8 

他新１） 

行新 1) 

行新 2) 

行新 3) 



 

 

２．今回追加する研究の概要 
追加研究開発課題名：津波に対する被害想定と総合的対策に関する研究 
担 当 研 究 部：河川研究部、沿岸海洋研究部、危機管理技術研究センター 
研究期間（予定）：平成１６年度 ～ 平成１８年度 
追加研究費（予定）：１３０百万円（平成１７年度まで） 
（１）研究の背景 
 中央防災会議では東南海・南海地震の津波による甚大な被害が想定されている。このよ

うな巨大地震に伴う津波については、公共土木施設等への直接被害のみならず、社会経済

的なものも含め深刻な影響が予想される。津波による被害の軽減にあたってはハード対策

に限らず、ソフト的対策が重要である。プレート境界型の地震に起因する津波は全国的な

課題であり、その発生も切迫していることから被害の様相を的確に評価する手法とこれに

基づいた総合的津波対策の標準的な立案手法を研究する必要がある。 
（２）研究の目標 
 津波による河川・海岸、道路、港湾施設等の被災過程を解明し、人的被害、避難・救援・

復旧活動の支障等、社会経済的な影響のより正確な予測を可能にする。さらに河川・海岸・

道路・港湾の施策など多分野に及ぶ対策を含む総合的津波対策の標準的な立案手法を提案

することにより、効果的な津波対策を可能にする。 
（３）研究の内容と成果の活用までの流れ 

①対象地域にはどのような津波が来襲するか？（河川遡上・波力の推定手法に限定して開発）

②土木施設にはどのような被害が発生するか？
（直接的な被害の想定手法の開発）

③都市機能の阻害や経済的な損失は？
（人的・社会経済的被害の想定手法の開発）

④被害の軽減に有効なハード・ソフト対策は？　（ハード・ソフト対策の検討）

⑤総合的津波対策計画の立案手法の開発

道路ネットワークの最大限の活用

水門の自動操作
等河川管理施策

海岸・港湾施設の対策
広域的な回復支援策

多様な対策
の一体化

◎成果の活用

津波地帯の自治体等による適切な津波被害想定、津波対策計画の立案が可能となる

将来発生する津波に対する被害を大幅に減少

手法のマニュアル化による普及

総合的津波対策の例：港湾施設被害・道路冠水想定に応じた海路・陸路での支援計画
　　　　　　　　　　海岸・河川・道路・港湾施設の被災状況に応じた避難施設・ルートの策定
　　　　　　　　　　道路被害に応じた水門の操作の可否の判断

対策立案のフローと研究内容

①対象地域にはどのような津波が来襲するか？（河川遡上・波力の推定手法に限定して開発）

②土木施設にはどのような被害が発生するか？
（直接的な被害の想定手法の開発）

③都市機能の阻害や経済的な損失は？
（人的・社会経済的被害の想定手法の開発）

④被害の軽減に有効なハード・ソフト対策は？　（ハード・ソフト対策の検討）

⑤総合的津波対策計画の立案手法の開発

道路ネットワークの最大限の活用

水門の自動操作
等河川管理施策

海岸・港湾施設の対策
広域的な回復支援策

多様な対策
の一体化

◎成果の活用

津波地帯の自治体等による適切な津波被害想定、津波対策計画の立案が可能となる

将来発生する津波に対する被害を大幅に減少

手法のマニュアル化による普及

総合的津波対策の例：港湾施設被害・道路冠水想定に応じた海路・陸路での支援計画
　　　　　　　　　　海岸・河川・道路・港湾施設の被災状況に応じた避難施設・ルートの策定
　　　　　　　　　　道路被害に応じた水門の操作の可否の判断

対策立案のフローと研究内容

 
（４）研究実施体制 
・河川研究部海岸研究室         ：海岸施設、津波の外力 

・沿岸海洋研究部沿岸防災研究室     ：港湾施設、物流の阻害 

・危機管理技術研究センター水害研究室  ：河川施設、津波の遡上 

・危機管理技術研究センター地震防災研究室：道路施設、人的・社会経済的被害 

・河川局、住宅局、海上保安庁と国総研による会議を開催して検討内容の確認、調整及び

各局等の成果を相互に活用する方向で調整中 
・土木学会「津波被害推定ならびに被害軽減技術研究小委員会」に参画する。 
・津波に関する研究成果の蓄積を有する研究機関とは情報交換しつつ研究を進める。 

平成１６年度 

平成１６－１７年度 平成１６－１７年度

平成１７－１８年度 

平成１７－１８年度



 

 

配慮度

被災者数
（被災度）

防災上の配慮を要する者

今までの
災害対策

これからの
災害対策

過去

現在

将来

現在は、防災上の配慮を
要する者に被害が集中！

将来は、防災上の配慮を要する者も
含めすべての国民の被害を軽減！

図 研究成果イメージ図 

 
３．今回追加する研究の概要 
追加研究開発課題名：防災上の配慮を要する者の行動・認識特性に関する研究 
担 当 研 究 部：危機管理技術研究センター 
研究期間（予定）：平成１６年度～平成１8年度 
追加研究費（予定）：８０百万円（平成１７年度まで） 
 

（１）研究の背景 
近年高齢化の進展に伴い、バリアフリーやユニバーサルデザインが提唱されるようにな

り、高齢者や身体障害者等にも配慮した、より安全で安心して暮らせる社会が求められて

いる。しかし、高齢者や身体障害者等の防災上の配慮を要する者は、災害時において情報

収集や避難に困難を伴うことが多いため、災害による死者数はここ数十年で改善しつつあ

るものの、依然として被災者に占める高齢者や身体障害者等の割合は高い。また災害時に

おいては被災して負傷することで、誰でも一転して自力での避難等が困難となりうる。そ

こで、防災上の配慮を要する者に焦点を当てた、支援技術の開発が求められている。 

 

（２）研究の成果目標（アウトプット目標） 
防災上の配慮を要する者の認識・行動特性を考慮した災害情報の提供技術の開発 

 
（３）成果の活用方針（アウトカム目標） 
迅速且つわかりやすい災害情報に基

づいた的確な避難回避行動をとること

により、被災者数が大幅に減少する。 

 
（４）研究内容、年度計画 
平成１６年度は、防災上の配慮を要す

る者を取り巻く現状の分析として、関連

する過去の研究成果や被災事例の収集

整理、防災上の配慮を要する者の定義及

び分類の決定、防災上の配慮を要する者

に対して各行政機関（国及び地方自治

体）が行っている支援施策に関する資料

収集整理と課題分析等を行う。また、災

害時の防災上の配慮を要する者の実態

に関するヒアリング調査等を行い、防災

上の配慮を要する者の行動及び認識特

性を把握する。 
平成１７年度及び１８年度は、平成１

６年度に行った現状分析結果を踏まえ、

防災上の配慮を要する者の行動及び認

識特性を考慮した情報提供技術の開発

を行う。 
 
（５）研究実施体制 
危機管理技術研究センター 



 

 

４．今回追加する研究の概要 
追加研究開発課題名：街区レベルにおける防災性能簡易評価手法の開発 
担 当 研 究 部：都市研究部 
研究期間（予定）：平成１６年度 ～ 平成１８年度 
追加研究費（予定）：７０百万円（平成１７年度まで） 
 

（１）研究の背景 
防災上危険な木造密集市街地は全国に 25,000ha存在し、事業や誘導・規制によって早急
に解消する必要がある。その際、特に改善の必要性の高い地区を対象に優先度を考慮して

戦略的に取り組んでいくことが必要であり、地区内の防災性能及び規制誘導・事業等の効

果を簡便に評価・確認することが求められている。 

 
（２）研究の成果目標 
街区ごとの集計データをもとに、隣接する街区から受ける影響、逆に隣接する街区へ与

える影響を考慮した街区レベルでの防災性能を、専門的な知識やソフトウェアを用いなく

ても評価出来る簡易な評価手法を開発する。 
 

（３）研究成果の活用方針 
本研究で開発する手法を公開することに

よって、現状での危険性、誘導・規制等に

よる施策効果を地方公共団体等の職員自ら

が簡便に確認しながら地区選定を行うこと

が出来るようにし、防災上危険な密集市街

地のより一層迅速な解消を図る。 
 

（４）研究内容 
町丁目単位で防災性能を評価する既存

手法を、街区レベルで適用可能となるよ

う拡張するための検討を行う。具体的に

は、①既存のマクロ評価手法を街区レベ

ルで適用した際の誤差の検討、②ミクロ

評価手法（シミュレーション）による詳

細評価と、既存マクロ評価手法による評

価結果との比較検討、③既存マクロ評価

手法の街区レベルでの評価への拡張に関

する検討とミクロ評価による検証、以上

の３点を行う。 
 
（５）研究実施体制 
都市研究部 

 

 

 

●小規模な地
区の防災性
能を簡易に
評価できる

●改善が周辺
へ及ぼす効
果も評価で
きる

街区レベル

街区のデータ（棟数、構造等）から
簡便に防災性能を評価する手法を開発

対
策
実
施

安全←――――→危険安全←――――→危険

改善した街区

波及的に危険性が減少した街区



 

 

５．追加する研究の年次計画 
追加する研究課題 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 

津波に対する被害想定と

総合的対策に関する研究 
（H16-18） 

   

防災上の配慮を要する者

の行動・認識特性に関す

る研究 
（H16-18） 

   

街区レベルにおける防災

性能簡易評価手法の開発 
（H16-18） 

   

                       本プロジェクト研究は平成１７年度まで 

津波の影響と影響範囲の算定手法 

・土木施設への外力の算定 

・河川への遡上による氾濫域の算定 

土木施設の被災危険度評価手法 

・海岸、河川施設、港湾施設、港湾内の船舶・貨物等

・道路施設・道路交通 

人的・社会経済的被害の想定手法 

・津波、土木施設の被災、海水の滞留 
・広域的な被害、影響 

ハード・ソフト対策の検討 

・海岸・河川堤防等の嵩上げ、耐力強化 

・水門・樋門の操作 

・避難の誘導、道路利用者等への情報提示 

総合的津波対策計画の立案手法 

・ハード対策、ソフト対策による総合的対策計画の立案手法

・特定地域を対象としたケーススタディ 

防災上の配慮を要する者を取り巻く現

状分析 

・過去の研究成果、被災事例、統計資料、

既存支援技術の収集整理 

・防災上の配慮を要する者の定義、分類、

行動および認識特性の把握と課題分析

・現行制度及び施策の調査、び課題分析

・避難実態等に関するヒアリング調査

防災上の配慮を要する者の行動及び認識特性を考慮した災害情報提供技

術の開発 

・マルチプラットフォームの構築 

・認識特性を考慮した避難情報の提供 

携帯電話の活用 

・携帯電話による位置の特定 

・防災上の配慮を要する者に対応した避難訓練ガイドラインの作成と施行

既存マクロ評価手法の適 用領域に関する検討 

・評価対象地区の規模変化に

よる評価結果の違いの解明

・評価対象地区の適用規模の解明 

・規模別の評価結果誤差の把握 
街区レベルの評価手法の開発 

シミュレーションの適用による評価手法の検証 

 

・街区レベルでの防災性能指標の検討 

・対象地区内の防災性能評価モデル 

・他地区への波及効果評価モデルの検討 
・街区レベル防災性能評価簡易手法の作成 

・既存マクロ評価手法に不足している

要素の検討 
・街区レベル防災
性能評価マニュ

アルの作成 

・マクロ評価とミクロ評価の比較検討 

・既存マクロ評価手法の拡張に関する検討 
シミュレーションによる評価結果の検証 

・他地区を考慮しない場合の評価 ・他地区への波及効果の評価 


